
 
 
 
 
 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町 

合 併 協 議 会 

 

第６回 住民・福祉・教育小委員会 

 

 

 

 

 

 

日時 ： 平成１４年９月１２日(木) 

 

場所 ： 弥栄町役場 会議室 

  

  



次 第 
 

１．開会 
 
 
 
２．議題 
  
（１）協議第１号 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い（その２） 
 
 
（２）協議第２号 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い（その３） 

 
 
 （３）協議第３号 １９－２０ 学校教育の取扱い（その２） 
 
 
 （４）協議第４号 １９－２２ 社会教育の取扱い（その２） 
 
 
 （５）次回の議題について 
   ・協定項目の協議について 
 
 
（６）次回の会議開催について 

  ・第７回住民・福祉・教育小委員会  
  日時 平成１４年１０月１０日(木) 午前９時３０分～ 

   場所 アグリセンター大宮（大宮町） 
    
 
 
３．その他 
 
 
 



 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

 
 

 



 1

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

１ 受付処理簿 

 

 

 

 

 

 

 

各種届の内容別、申請免除、学生

特例、裁定請求・未支給請求等に

分類して受け付け 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

  現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

       

     

 

 

 

１ 受付処理簿 

  各町とも同一の事務を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

２ 被保険者名簿 

 

＊参考 

(H13.3.31現在) 

被保険者数 

 第１号被保険者(人) 

 第３号被保険者(人) 

 付加保険料加入率 

 検認率 

 

 

 

 

 

既存台帳    台帳整備 

新規取得、転入 台帳未整備 

 

 

３，２０８ 

２，３８８ 

８２０ 

３．５ 

 ８７．０ 

 

全て整備 

 

 

 

２，６６６ 

２，０３２ 

    ６３４ 

 ５．６ 

 ８３．４ 

 

同左 

 

 

 

４，３３８ 

３，６２２ 

７１６ 

９．４ 

 ８３．５ 

 

既存台帳    台帳整備 

新規取得、転入 台帳未整備 

 

 

１，７０７ 

１，２７４ 

  ４３３ 

８．３ 

 ９２．８ 

 

全て未整備 

 

 

 

１，２６６ 

９５３ 

３１３ 

１５．４ 

 ９４．４ 

 

全て整備 

 

 

 

２，６６０ 

２，１２１ 

５３９ 

１０．２ 

９９．１ 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

  国民年金法及び国民年金市町村事務処理基準に基づく事務処理方法で調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

       

     

 

 

 

２ 被保険者名簿 

   平成１４年４月からは被保険者名簿の整備は不要となったため、各町で名簿整備の内容が異なっている。 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

３ 資格取得 

 

 

 

 

 

 

本人からの届出による 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

更に第２号被保険者資格喪失者

一覧表により職権適用 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

 

国民年金法 

（届出）  

第十二条  被保険者（第三号被保険者を除く。次項において同じ。）は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名及び

住所の変更に関する事項を市町村長に届け出なければならない。 

 ２  被保険者の属する世帯の世帯主（以下単に「世帯主」という。）は、被保険者に代つて、前項の届出をすることができる。 

 ３  住民基本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条 から第二十四条 までの規定による届出があつたとき（当該届出に係る書面に同法第二十九条 の規定による附記が

されたときに限る。）は、その届出と同一の事由に基づく第一項の規定による届出があつたものとみなす。 

 ４  市町村長は、第一項又は第二項の規定による届出を受理したときは、厚生労働省令の定めるところにより、社会保険庁長官にこれを報告しなければならない。 

 ５  第三号被保険者は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名及び住所の変更に関する事項を社会保険庁長官に届

け出なければならない。 

 ６  前項の届出は、厚生労働省令で定める場合を除き、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者である第

二号被保険者を使用する事業主を経由して行うものとし、国家公務員共済組合法 若しくは地方公務員等共済組合法 の組合員又は私立学校教職員共済法 の規定による私立学校教職員共

済制度の加入者（以下「私学教職員共済制度の加入者」という。）である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者である第二号被保険者を組合員

又は加入者とする国家公務員共済組合、地方公務員共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団を経由して行うものとする。 

 ７  前項に規定する第二号被保険者を使用する事業主とは、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者を使用する事業所（同法第六条第一項 に規定する事業所をいう。）の

事業主（同法第二十七条 に規定する事業主をいう。）をいう。 

 ８  第六項に規定する第二号被保険者を使用する事業主は、同項の経由に係る事務の一部を当該事業主が設立する健康保険組合に委託することができる。 

 ９  第六項の規定により、第五項の届出が第二号被保険者を使用する事業主又は国家公務員共済組合、地方公務員共済組合若しくは日本私立学校振興・共済事業団に受理されたとき

は、その受理されたときに社会保険庁長官に届出があつたものとみなす。 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

国民年金法及び国民年金市町村事務処理基準に基づく事務処理方法で調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

       

     

 

 

 

３ 資格取得 

   本人からの届出の他に職権適用を行っている町もある。  

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

４ 資格喪失 

 

 

 

 

 

 

第１・３号被保険者資格喪失者一

覧表、本人からの社会保険証等で

確認の上の届出による。 

  

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

 

国民年金法 

（届出）  

第十二条  被保険者（第三号被保険者を除く。次項において同じ。）は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名及び

住所の変更に関する事項を市町村長に届け出なければならない。 

 ２  被保険者の属する世帯の世帯主（以下単に「世帯主」という。）は、被保険者に代つて、前項の届出をすることができる。 

 ３  住民基本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条 から第二十四条 までの規定による届出があつたとき（当該届出に係る書面に同法第二十九条 の規定による附記が

されたときに限る。）は、その届出と同一の事由に基づく第一項の規定による届出があつたものとみなす。 

 ４  市町村長は、第一項又は第二項の規定による届出を受理したときは、厚生労働省令の定めるところにより、社会保険庁長官にこれを報告しなければならない。 

 ５  第三号被保険者は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名及び住所の変更に関する事項を社会保険庁長官に届

け出なければならない。 

 ６  前項の届出は、厚生労働省令で定める場合を除き、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者である第

二号被保険者を使用する事業主を経由して行うものとし、国家公務員共済組合法 若しくは地方公務員等共済組合法 の組合員又は私立学校教職員共済法 の規定による私立学校教職員共

済制度の加入者（以下「私学教職員共済制度の加入者」という。）である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者である第二号被保険者を組合員

又は加入者とする国家公務員共済組合、地方公務員共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団を経由して行うものとする。 

 ７  前項に規定する第二号被保険者を使用する事業主とは、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者を使用する事業所（同法第六条第一項 に規定する事業所をいう。）の

事業主（同法第二十七条 に規定する事業主をいう。）をいう。 

 ８  第六項に規定する第二号被保険者を使用する事業主は、同項の経由に係る事務の一部を当該事業主が設立する健康保険組合に委託することができる。 

 ９  第六項の規定により、第五項の届出が第二号被保険者を使用する事業主又は国家公務員共済組合、地方公務員共済組合若しくは日本私立学校振興・共済事業団に受理されたとき

は、その受理されたときに社会保険庁長官に届出があつたものとみなす。 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

     

 

 

 

４ 資格喪失 

   各町とも同一の事務を行っている。 

    

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

５ 転入 

 

 

 

 

  

本人からの届出と住民異動届に

より処理 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

 

国民年金法 

（届出）  

第十二条  被保険者（第三号被保険者を除く。次項において同じ。）は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに

氏名及び住所の変更に関する事項を市町村長に届け出なければならない。 

 ２  被保険者の属する世帯の世帯主（以下単に「世帯主」という。）は、被保険者に代つて、前項の届出をすることができる。 

 ３  住民基本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条 から第二十四条 までの規定による届出があつたとき（当該届出に係る書面に同法第二十九条 の規定によ

る附記がされたときに限る。）は、その届出と同一の事由に基づく第一項の規定による届出があつたものとみなす。 

 ４  市町村長は、第一項又は第二項の規定による届出を受理したときは、厚生労働省令の定めるところにより、社会保険庁長官にこれを報告しなければならない。 

 ５  第三号被保険者は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名及び住所の変更に関する事項を社会保険庁

長官に届け出なければならない。 

 ６  前項の届出は、厚生労働省令で定める場合を除き、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者

である第二号被保険者を使用する事業主を経由して行うものとし、国家公務員共済組合法 若しくは地方公務員等共済組合法 の組合員又は私立学校教職員共済法 の規定による

私立学校教職員共済制度の加入者（以下「私学教職員共済制度の加入者」という。）である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者であ

る第二号被保険者を組合員又は加入者とする国家公務員共済組合、地方公務員共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団を経由して行うものとする。 

 ７  前項に規定する第二号被保険者を使用する事業主とは、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者を使用する事業所（同法第六条第一項 に規定する事業所を

いう。）の事業主（同法第二十七条 に規定する事業主をいう。）をいう。 

 ８  第六項に規定する第二号被保険者を使用する事業主は、同項の経由に係る事務の一部を当該事業主が設立する健康保険組合に委託することができる。 

 ９  第六項の規定により、第五項の届出が第二号被保険者を使用する事業主又は国家公務員共済組合、地方公務員共済組合若しくは日本私立学校振興・共済事業団に受理さ

れたときは、その受理されたときに社会保険庁長官に届出があつたものとみなす。 

 

住民基本台帳法 

第二十二条  転入（あらたに市町村の区域内に住所を定めることをいい、出生による場合を除く。以下この条において同じ。）をし

た者は、転入をした日から十四日以内に、次に掲げる事項を市町村長に届け出なければならない。 

 一  氏名 

 二  住所 

 三  転入をした年月日 

 四  従前の住所 

 五  世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯主の氏名及び世帯主との続柄 

 六  国外から転入をした者その他政令で定める者については、前各号に掲げる事項のほか政令で定める事項 

 ２  前項の規定による届出をする者（同項第六号の者を除く。）は、住所の異動に関する文書で政令で定めるものを添えて、同

項の届出をしなければならない。 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

     

 

 

 

５ 転入 

   各町とも同一の事務を行っている。 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

６ 転出 

 

 

 

 

 

 

本人からの届出と住民異動届に

より処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

 

国民年金法 

（届出）  

第十二条  被保険者（第三号被保険者を除く。次項において同じ。）は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名

及び住所の変更に関する事項を市町村長に届け出なければならない。 

 ２  被保険者の属する世帯の世帯主（以下単に「世帯主」という。）は、被保険者に代つて、前項の届出をすることができる。 

 ３  住民基本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条 から第二十四条 までの規定による届出があつたとき（当該届出に係る書面に同法第二十九条 の規定による

附記がされたときに限る。）は、その届出と同一の事由に基づく第一項の規定による届出があつたものとみなす。 

 ４  市町村長は、第一項又は第二項の規定による届出を受理したときは、厚生労働省令の定めるところにより、社会保険庁長官にこれを報告しなければならない。 

 ５  第三号被保険者は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名及び住所の変更に関する事項を社会保険庁長

官に届け出なければならない。 

 ６  前項の届出は、厚生労働省令で定める場合を除き、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者であ

る第二号被保険者を使用する事業主を経由して行うものとし、国家公務員共済組合法 若しくは地方公務員等共済組合法 の組合員又は私立学校教職員共済法 の規定による私立学

校教職員共済制度の加入者（以下「私学教職員共済制度の加入者」という。）である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者である第二号

被保険者を組合員又は加入者とする国家公務員共済組合、地方公務員共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団を経由して行うものとする。 

 ７  前項に規定する第二号被保険者を使用する事業主とは、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者を使用する事業所（同法第六条第一項 に規定する事業所をい

う。）の事業主（同法第二十七条 に規定する事業主をいう。）をいう。 

 ８  第六項に規定する第二号被保険者を使用する事業主は、同項の経由に係る事務の一部を当該事業主が設立する健康保険組合に委託することができる。 

 ９  第六項の規定により、第五項の届出が第二号被保険者を使用する事業主又は国家公務員共済組合、地方公務員共済組合若しくは日本私立学校振興・共済事業団に受理され

たときは、その受理されたときに社会保険庁長官に届出があつたものとみなす。 

住民基本台帳法 

第二十四条  転出（市町村の区域外へ住所を移すことをいう。以下同じ。）をする者は、あらかじめ、その氏名、転出先及び転出の

予定年月日を市町村長に届け出なければならない。 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

     

 

 

 

６ 転出 

  各町とも同一の事務を行っている。 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

７ 転居 

 

 

 

 

 

 

本人からの届出と住民異動届に

より処理 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

国民年金法 

（届出）  

第十二条  被保険者（第三号被保険者を除く。次項において同じ。）は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに

氏名及び住所の変更に関する事項を市町村長に届け出なければならない。 

 ２  被保険者の属する世帯の世帯主（以下単に「世帯主」という。）は、被保険者に代つて、前項の届出をすることができる。 

 ３  住民基本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号）第二十二条 から第二十四条 までの規定による届出があつたとき（当該届出に係る書面に同法第二十九条 の規定によ

る附記がされたときに限る。）は、その届出と同一の事由に基づく第一項の規定による届出があつたものとみなす。 

 ４  市町村長は、第一項又は第二項の規定による届出を受理したときは、厚生労働省令の定めるところにより、社会保険庁長官にこれを報告しなければならない。 

 ５  第三号被保険者は、厚生労働省令の定めるところにより、その資格の取得及び喪失並びに種別の変更に関する事項並びに氏名及び住所の変更に関する事項を社会保険庁

長官に届け出なければならない。 

 ６  前項の届出は、厚生労働省令で定める場合を除き、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者

である第二号被保険者を使用する事業主を経由して行うものとし、国家公務員共済組合法 若しくは地方公務員等共済組合法 の組合員又は私立学校教職員共済法 の規定による

私立学校教職員共済制度の加入者（以下「私学教職員共済制度の加入者」という。）である第二号 被保険者の被扶養配偶者である第三号 被保険者にあつては、その配偶者であ

る第二号被保険者を組合員又は加入者とする国家公務員共済組合、地方公務員共済組合又は日本私立学校振興・共済事業団を経由して行うものとする。 

 ７  前項に規定する第二号被保険者を使用する事業主とは、厚生年金保険法 の被保険者である第二号 被保険者を使用する事業所（同法第六条第一項 に規定する事業所を

いう。）の事業主（同法第二十七条 に規定する事業主をいう。）をいう。 

 ８  第六項に規定する第二号被保険者を使用する事業主は、同項の経由に係る事務の一部を当該事業主が設立する健康保険組合に委託することができる。 

 ９  第六項の規定により、第五項の届出が第二号被保険者を使用する事業主又は国家公務員共済組合、地方公務員共済組合若しくは日本私立学校振興・共済事業団に受理さ

れたときは、その受理されたときに社会保険庁長官に届出があつたものとみなす。 

 

住民基本台帳法 
第二十三条  転居（一の市町村の区域内において住所を変更することをいう。以下この条において同じ。）をした者は、転居をした日から

十四日以内に、次に掲げる事項を市町村長に届け出なければならない。 
 一  氏名 
 二  住所 
 三  転居をした年月日 
 四  従前の住所 
 五  世帯主についてはその旨、世帯主でない者については世帯主の氏名及び世帯主との続柄 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

       

     

 

 

 

７ 転居 

   各町とも同一の事務を行っている。 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

８ 申請免除の受付 

   

＊参考 

(H13.3.31現在) 

免除者数(人) 

 免除率(％) 

 

 

 

希望者のみ受け付け 

 

 

 

５３４ 

２２．４ 

 

 

同左 

 

 

 

６２２ 

３０．６ 

 

 

同左 

 

 

 

６９６ 

１９．２ 

 

 

同左 

 

 

 

２５２ 

１９．８ 

 

 

 

同左 

 

 

 

２０６ 

２１．６ 

 

 

 

同左 

 

 

 

４９３ 

２３．２ 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

 

国民年金法 

第九十条  次の各号のいずれかに該当する被保険者（次条第一項の規定の適用を受ける被保険者又は学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第四十一条 に規定する高等学校の

生徒、同法第五十二条 に規定する大学の学生その他の生徒又は学生であつて政令で定めるもの（以下「学生等」という。）である被保険者を除く。）から申請があつたときは、社会

保険庁長官は、申請のあつた日の属する月の前月からその指定する月までの期間に係る保険料につき、既に納付されたもの及び第九十三条第一項の規定により前納されたものを除き、

これを納付することを要しないものとすることができる。ただし、世帯主又は配偶者のいずれかが次の各号のいずれにも該当しないときは、この限りでない。 

 一  前年の所得（一月から厚生労働省令で定める月までの月分の保険料については、前々年の所得とする。以下この章において同じ。）が、その者の扶養親族等の有無及び数に応

じて、政令で定める額以下であるとき。 

 二  被保険者又は被保険者の属する世帯の他の世帯員が生活保護法 による生活扶助以外の扶助その他の援助であつて厚生労働省令で定めるものを受けるとき。 

 三  地方税法 （昭和二十五年法律第二百二十六号）に定める障害者であつて、前年の所得が政令で定める額以下であるとき。 

 四  地方税法 に定める寡婦であつて、前年の所得が前号に規定する政令で定める額以下であるとき。 

 五  保険料を納付することが著しく困難である場合として天災その他の厚生労働省令で定める事由があるとき。 

 ２  前項の規定による処分があつたときは、年金給付の支給要件及び額に関する規定の適用については、その処分は、当該申請のあつた日にされたものとみなす。 

 ３  第一項の規定による処分を受けた被保険者から当該処分の取消しの申請があつたときは、社会保険庁長官は、当該申請があつた日の属する月の前月以後の各月の保険料につい

て、当該処分を取り消すことができる。 

 ４  第一項第一号、第三号及び第四号に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、政令で定める。 

国民年金法施行令 
（市町村が処理する事務）  
第一条の二  法第三条第三項 の規定により、次に掲げる事務は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が行うこととする。この場合においては、法の規定中当該事務に係る

社会保険庁長官に関する規定は、市町村長に関する規定として市町村長に適用があるものとする。 
九  法第九十条第一項 及び第三項 、第九十条の二第一項及び第二項並びに第九十条の三第一項に規定する申請の受理及びその申請に係る事実についての審査に関する事務 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

      

     

 

 

 

８ 申請免除の受付 

   各町とも同一の事務を行っている。 

 

    

 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

９ 老齢福祉年金 

 

 

 

 

 

 

 

証書の回収を郵便局に依頼 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

 

国民年金法施行令 
（市町村が処理する事務）  
第一条の二  法第三条第三項 の規定により、次に掲げる事務は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が行うこととする。この場合に

おいては、法の規定中当該事務に係る社会保険庁長官に関する規定は、市町村長に関する規定として市町村長に適用があるものとする。 
十三  老齢福祉年金（老齢特別給付金を含む。以下同じ。）に関する証書（以下この項において「証書」という。）の受領及び証書に係る申請の

受理に関する事務 



 9

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

  

現行のまま新市に移行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

       

     

 

 

 

９ 老齢福祉年金 

  各町とも同一の事務を行っている。 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

10 年金の窓口体制 

 

 

 

 

 

各種届  通常の窓口業務の中

で対応 

裁定請求、年金相談  年金担当 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

       

     

 

 

 

10 年金の窓口体制 

  各町とも同一の事務を行っている。 

小委員会確認期日  協議会確認期日  

 



 11

 

峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

11 裁定請求・未支給 

請求等（国民年金） 

 

 

 

 

 

 

社会保険事務局に照会し手続き 

を行う 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 国民年金法 同左 同左 同左 同左 同左 

国民年金法 

（裁定）  

第十六条  給付を受ける権利は、その権利を有する者（以下「受給権者」という。）の請求に基いて、社会保険庁長官が裁定する。 

（未支給年金）  

第十九条  年金給付の受給権者が死亡した場合において、その死亡した者に支給すべき年金給付でまだその者に支給しなかつたものがあるときは、その者の配偶者、子、父母、

孫、祖父母又は兄弟姉妹であつて、その者の死亡の当時その者と生計を同じくしていたものは、自己の名で、その未支給の年金の支給を請求することができる。 

 ２  前項の場合において、死亡した者が遺族基礎年金の受給権者であつたときは、その者の死亡の当時当該遺族基礎年金の支給の要件となり、又はその額の加算の対象となつ

ていた被保険者又は被保険者であつた者の子は、同項に規定する子とみなす。 

 ３  第一項の場合において、死亡した受給権者が死亡前にその年金を請求していなかつたときは、同項に規定する者は、自己の名で、その年金を請求することができる。 

 ４  未支給の年金を受けるべき者の順位は、第一項に規定する順序による。 

 ５  未支給の年金を受けるべき同順位者が二人以上あるときは、その一人のした請求は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その一人に対してした支給は、全員に

対してしたものとみなす。 

国民年金法施行令 

（市町村が処理する事務）  

第一条の二  法第三条第三項 の規定により、次に掲げる事務は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が行うこととする。この場合においては、法の規定中当該事務に

係る社会保険庁長官に関する規定は、市町村長に関する規定として市町村長に適用があるものとする。 

五  法第十九条第一項 に規定する請求（次に掲げる年金たる給付に係るものに限る。）の受理及びその請求に係る事実についての審査に関する事務 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 国民年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

 現行のまま新市に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

      

     

 

 

 

11 裁定請求・未支給請求等（国民年金） 

  各町とも同一の事務を行っている。  

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 厚生年金 分科会名 年金分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

 

12 裁定請求・未支給 

請求等（厚生年金） 

 

 

 

 

 

 

書類提出があれば社会保険事務 

局に送付 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 厚生年金保険法 同左 同左 同左 同左 同左 

 
厚生年金保険法 
（裁定）  
第三十三条  保険給付を受ける権利は、その権利を有する者（以下「受給権者」という。）の請求に基いて、社会保険庁長官が裁定する。 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６  各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号 １９－１６ 専門部会名 住民部会 

分    類 厚生年金 分科会名 年金分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

 

（案） 

  

 

現行のまま新市に移行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

     

 

 

 

12 裁定請求・未支給請求等（厚生年金） 

  各町とも同一の事務を行っている。 

 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉   （１）民生委員・児童委員  ①民生児童委員協議会 分科会名 福祉分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 委員数 

  地区担当委員 

 

  主任児童委員 

 

  地区担当委員一人

当 た り 人 口 

（14.3.31現在） 

 

  地区担当委員一人

当たり世帯数（同

上） 

 

  平成 13 年度延べ

訪問回数 （回） 

  活動日数 （日） 

２ 役員体制 

  会長     

  副会長    

 

 

  その他の役職 

  

 

 

 

３ 組織体制 

  ①全体の構成 

 

 

  ②部会編成状況 

 

   

 

 

   

 

３７人 

  

２人 

 

３７６人 

 

 

 

１２８世帯 

 

 

 

 

５，９０８回 

５，１４１回 

 

１人 

２人 

 

 

地区幹事   ６人 

会計監査   ２人 

部会長（全３部会各１人） 

地区委員長（全６地区各１人） 

 

 

委員全員で一単位の民児協を構

成 

 

高齢者福祉部会 

障害者福祉部会 

児童・子育て支援部会 

地区委員会（町内６地区） 

 

 

 

２７人 

 

２人 

 

４０９人 

 

 

 

１３３世帯 

 

 

 

 

２，２９１回 

３，０７９日 

 

１人 

２人 

 

 

会計     １人 

会計監事   ２人 

専門部長   ３人 

 

 

 

同左 

 

 

児童福祉部 

高齢者福祉部 

厚生福祉部 

地区委員会（町内８地区） 

 

 

 

 

４１人 

 

２人 

 

３９９人 

 

 

 

１２５世帯 

 

 

 

 

４，３４１回 

４，５６５日 

 

１人 

２人 

 

 

会計    １人 

地区役員  ６人 

専門部長  ３人 

監査    ２人 

 

 

同左 

 

 

生活対策部会 

老人・障害者対策部会 

青少年対策部会 

地区協議会（町内６地区） 

 

 

 

 

 

２４人 

  

２人 

  

３０４人 

  

 

 

１０２世帯 

 

 

 

 

３,９８３回 

３,１４６日 

 

１人 

３人 

 

  

会計    １人 

地区役員  ５人 

監査    ２人 

 

 

 

同左  
 
 

高齢者・児童の２部会、全員がど

ちらかに所属 
別枠で女性の会的に女性部会あ

り 

 

 

 

 

 

１６人 

 

２人 

 

３８１人 

 

 

 

１１４世帯 

 

 

 

 

１，９８９回 

２，０３５日 

 

１人 

１人 

 

 

部会長   ３人 

会 計   １人 

監 事   １人 

 

 

 

同左 

 

 

老人障害者福祉部会 

児童母子父子福祉部会 

女性部会 

 

 

 

 

 

 

３７人 

 

２人 

 

     ３３０人 

 

 

 

      ９６世帯 

 

 

 

 

     ３，２９６回 

     ３，７４７日 

 

       １人 

       ２人 

 

 

  常務   ７人 

  監事   ２人 

  女性部長 １人 

 

  

 

同左 

 

 

老人福祉専門部会 

障害者福祉専門部会 

児童福祉専門部会 

女性部会     

地区委員会（町内４地区） 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 民生委員法・児童福祉法 

 

同左 

 

同左 同左 同左 同左 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉   （１）民生委員・児童委員  ①民生児童委員協議会 分科会名 福祉分科会 

 

課     題 調  整  結  果 

（案） 

 
   新市に移行後、調整する。 
 

民生児童委員協議会の体制については、知事の専権事項のため、新市において知事と協議する。 
    

     

 

 

  各町とも同一の事務を行っている。 

 

    ただし、役員構成、活動内容、活動費等補助金に差異がある。 

 

    

  地区担当委員  ６町合計    １８２人 

    主任児童委員           １２ 

 

 

 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉  （３）被災者生活支援   分科会名 福祉分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 災害弔慰金・貸付

金   

  ①対象者 

 

   

 

  ②弔慰金支給額 

    

 

 

③災害援護資金貸

付限度額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償還期間、利率 

    

    ④災害障害見舞金 

 

 

  

 

暴風・豪雨等の自然災害により 

死亡した町民の遺族 

 

 

死亡者が生計中心者の場合  

      ５００万円 

その他の場合     ２５０万円 

       

世帯主が１ヶ月以上の負傷の時 

①当該負傷のみ   １５０万円 

②家財損害1/3以上 ２５０万円 

③住居半壊     ２７０万円 

④住居全壊     ３５０万円 

世帯主の負傷が無い時 

①家財の損害のみ  １５０万円 

②住居半壊     １７０万円 

③住居滅失等    ３５０万円 

再建のための増額あり 

 

３年据置、１０年償還  ３％、 

 

災害により障害者となった場合 

①世帯主      ２５０万円 

②世帯主以外    １２５万円 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左     

同左       

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左     

同左       

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左     

同左       

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左     

同左       

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

同左     

同左       

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

同左 

根拠条例・要綱・規則等 峰山町災害弔慰金の支給に関す

る条例 

災害弔慰金の支給に関する条例 災害弔慰金の支給等に関する条

例 

丹後町災害弔慰金の支給及び災

害支援資金の貸付に関する条例 

弥栄町災害弔慰金の支給等に関

する条例 

久美浜町災害弔慰金の支給等に

関する条例 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉  （３）被災者生活支援 分科会名 福祉分科会 

 

課     題 調  整  結  果 

（案） 

 
 
   
   

  
     現行のまま、新市に継承する。 
 
    

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

   

  １ 災害弔慰金・貸付金 

  

     各町とも同一の事務を行っている。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律に準拠した取扱いである。 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉  （５）就学支援対策事業等 分科会名 福祉分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

１ 就職助成金の交付 

 

 

対象者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 １件当りの助成額 

(限度額) 

交付決定件数 

（13年度） 

金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要保護者及びそれに準じる者の

うち、次のいずれかの要件を充た

す者 

 

①中学校卒業者または高等学校

退学者で就職する者 

②高校卒業者で就職する者 

③技能習得施設修了者で就職す

る者 

（自家への就業、臨時的就業は除

く） 

 

        ５５，０００円 

 

５件 

 

総事業費  ２７５，０００円 

 

 

 

  

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

５５，０００円

 

４件 

 

２２０，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

５５，０００円

 

４件 

 

１８９,０００円

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

５５，０００円

 

５件 

 

２７５,０００円

 

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

５５，０００円

 

２件 

 

１１０，０００円

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

５５，０００円 

 

1件 

 

５５，０００円 

 

 

 

根拠条例・要綱・規則等 峰山町就職助成金交付要綱 大宮町就職助成補助金交付要綱 網野町就職支度費補助金交付要

綱 

丹後町就職支度費補助金交付要

綱 

弥栄町就職助成補助金交付要綱 久美浜町就職支度費補助金交付

要綱 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉  （５）就学支援対策事業等 分科会名 福祉分科会 

 

課     題 調  整  結  果 

（案） 

 
 
  現行のまま、新市に継承する。 
 

 

  １ 就職助成金の交付 

   

各町とも同一の事務を行っている。 

 

      ２１件 

 

      １，１２４，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉  （５）就学支援対策事業等 分科会名 福祉分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

２ 高等学校奨学金等 

 

趣旨及び対象者 

 

 

 

支給額（月額） 

就学支度金 

 

 

交付決定件数 

金額 

（13年度） 

 

 

３ 技能習得資金等 

 

  趣旨及び対象者 

 

 

 

支給額（月額） 

支度金 

 

交付決定件数 

金額 

（13年度） 

 

 

 

 

 （府制度） 

 

 

生活保護世帯及び町民税非課税

世帯の子で、高等学校等に就学す

る者の支援 

 

９，０００円～３３，０００円 

４５，０００円～ 

１７８，０００円 

 

１８件 

１，４７５，０００円 

 

 

 

 

 

経済的理由により技能習得が困

難な者が、法に定める技能習得施

設に入所する場合の支援 

 

２４，０００円以内 

５５，０００円以内 

 

２件 

 ４５８，０００円 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

同左 

 

 

１７件 

３，３９９，０００円

 

 

 

 

 

同左 

 

 

 

同左 

同左 

 

５件 

１，４１８，０００円

 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

９件 

１,７０１,０００円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

４件 

  ８４７,０００円

 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

７件 

１,７０８,０００円

  

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

２件 

５７６,０００円

 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

４件 

６６７，０００円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

２件 

４９９，０００円

 

 

 

 

同左 

 

 

同左 

同左 

 

 

 

３件 

５０４，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 

同左 

 

    該当者無 

０円 

 

根拠条例・要綱・規則等 京都府高等学校奨学金等支給要

綱 

京都府技能習得資金等支給規則 

同左 同左 同左 同左 同左 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 整理番号  専門部会名 保健福祉部会 

分    類 １ 民生福祉  （５）就学支援対策事業等 分科会名 福祉分科会 

 

課     題 調  整  結  果 

（案） 

 
 
  現行のまま、新市に継承する。 
    
   
 
 
 
 
 
 
  現行のまま、新市に継承する。  

 

 

 

  ２ 高等学校奨学金等 

 

    各町とも同一の事務を行っている。（府制度） 

    

       ５８件 

 

       ９，４５４，０００円 

 

 

 

   ３ 技能習得資金等 

 

     各町とも同一の事務を行っている。（府制度） 

 

       １５件 

 

       ３，７９８，０００円 

 

    

 

 

 

 

 

小委員会確認期日  協議会確認期日  
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２０ 学校教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 １ 教育委員会に関すること 分科会名 管理分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

17 通学路の除雪 

 

 

・道路から学校の門までの除雪は

原則として町委託業者に依頼。

車の行き来が少ない道は町職

員で除雪。 

・校門から校舎までは教職員の手

作業により除雪。ただし授業参

観等の行事があるときなどは

委員会職員が重機で除雪、グラ

ウンド、体育館周辺、職員駐車

場も委員会職員が重機で除雪。 

・歩道の除雪は行っていない。 

 

・各小学校の通学路除雪を実施し

ている。（歩道が主） 

（１２月１５日～３月１５日

が除雪期間） 

・各区に除雪オペレーターを依頼

しその方々に除雪をしていた

だいている。 

平成１３年度 １０地区１

７人体制で実施。 

・小型歩行除雪機を各区に配備

し、おおむね１５センチ以上の

積雪があった場合除雪をして

いる。 

・１時間当たり４，０００円を支

 給。（建設課より支出） 

・道路から学校の駐車場までの除

雪は町の委託業者に依頼。 

 

・国、府道 

  府の委託業者の判断 

・町道 

  幹線道路から順次除雪 

  通学路としての配慮はある  

  が優先とはなっていない。 

 

・通学路の除雪については、学校

の駐車場までは町委託業者に

依頼。グラウンド等については

主要道路が済んでから委託業

者に委託したり町の職員で対

応したりする。 

 

・町職員により、職員駐車場まで

除雪。 

 

佐野、竹藤線を実施 

学校付近の歩道を学校所有の小

型除雪機で実施。 

根拠条例・要綱・規則等       
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２０ 学校教育の取扱い 整理番号 １９－２０ 専門部会名 教育部会 

分    類 １ 教育委員会に関すること 分科会名 管理分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

新市に移行後、調整する。 

現行のまま新市に継承し、新市の除雪計画と連携しながら通学路の除雪を検討する。 

 

１７ 通学路の除雪 

 各町の除雪の体制は、さまざまな方法により行われている。通学の際の安全の確保と通学に支障をきたさない除雪

体制を確保することが重要。 

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№１） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ２ 社会教育施設の状況 分科会名 社会教育分科会 

現                   況 

項    目 峰 山 町 大 宮 町 網 野 町 丹 後 町 弥 栄 町 久 美 浜 町 

２ 図書館（図書室）  

図書館名 峰山町立図書

館 

構造 鉄筋ＲＣ 

面積 ５４９㎡ 

蔵書数 ４６，７１８ 

開閉時刻 午前９時～午

後５時（水曜日

は１１時～午

後７時） 

休館日 月曜、祝日最終

木曜日 

職員等の

状況 

館長、司書、パ

ート４名、臨時

職員１名、パー

ト３名 

備考 中央公民館３

Ｆ内  

 

図書館名 中央公民館図

書室 

構造 鉄筋コンクリ

ート（アグリセ

ンター大宮内）

面積 １２９．８㎡

蔵書数 １８，８７５

開閉時刻 午前１０時～

午後５時 

休館日 国民の祝日、振

替休日、年末年

始（１２月２８

日～１月６日）

他 

職員等の

状況 

司書１名（臨時

職員）  

 

図書館名 あみの図書館 

構造 鉄筋コンクリ

ート２階建（２

階部分） 

面積 １１４１．６３

㎡

蔵書数 ３５，０００

開閉時刻 午前１０時～

午後６時（金曜

日は午後７時

まで） 

休館日 月曜、祝日、毎

月１日、年末年

始等 

職員等の

状況 

館長１ 

（司書１） 

町職員２ 

（司書１） 

臨時４ 

（司書２）  

 

図書館名 中央公民館図

書室 

構造 鉄筋コンクリ

ート２階建（中

央公民館内） 

面積 ８４㎡

蔵書数 １５，８５６

開閉時刻 午前１０時～

午後７時 

休館日 月曜日 

職員等の

状況 

中央公民館嘱

託職員が兼任 

 

図書館名 下宇川地区移

動図書室 

構造 鉄筋コンクリ

ート２階建（下

宇川地区公民

館内） 

面積 １５㎡

蔵書数 ４２７

開閉時刻 午後３時～午

後５時 

休館日 第２，４水曜日

職員等の

状況 

パート職員１

名  

 

図書館名 公民館図書室 

構造 鉄筋コンクリ

ート 

面積 １００㎡

蔵書数 １５，０００

開閉時刻 平日：午前９時

～午後５時 

土、日：午後０

時～午後１時

閉室 

１ ２ 月 ～ ３

月：４時３０分

で閉室 

休館日 祝日、年末年始

職員等の

状況 

兼任１名 

土、日は図書ボ

ランティアで

対応  

 

図書館名 久美浜町教育

委員会図書室 

構造 鉄筋コンクリ

ート平屋建 

面積 ７６．２６㎡ 

蔵書数 １５，８２７ 

開閉時刻 平日１３時～

１７時、土日９

時～１７時 

休館日 月曜日及び盆、

正月 

職員等の

状況 

嘱託職員１名 

 

根拠条例・要綱・規則等 峰山町立図書館並びに図書館協

議会に関する条例 

峰山町立図書館規則 

 あみの図書館の設置及び管理等

に関する条例 

あみの図書館の設置及び管理等

に関する条例施行規則 

丹後町公民館の設置及び管理に

関する条例 

丹後町公民館管理及び運営に関

する条例施行規則 
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峰山町・大宮町・網野町・丹後町・弥栄町・久美浜町合併協議会 事務事業調書（№２） 

合併協定項目 １９－２２ 社会教育の取扱い 整理番号  専門部会名 教育部会 

分    類 ２ 社会教育施設の状況 分科会名 社会教育分科会 

 

課     題 調 整 結 果 

（案） 

 図書館は、住民の主体的な学習を支援する重要な社会教育施設である。このため、住民の学習機会を保障す

るため、各町の図書館を整備・充実し、住民の身近な場での学習を保障するための条件整備を行うとともに、

峰山町立図書館及びあみの図書館を中央図書館的な位置づけにして、ネットワーク体制を確立する必要がある。 

 

２ 図書館（図書室） 

図書館は、２町を除いて施設・機能とも不十分である。 

小委員会確認期日 平成  年  月  日 協議会確認期日 平成  年  月  日 

 



■社会福祉法の誕生と理念 
 

・ 社会福祉事業法(昭和 26 年施行) ⇒ 社会福祉法(平成 12 年施行) 

 

○昭和 26 年以来、大きな改正の行われていない社会福祉事業、社会福祉法人、措  

 置制度などの社会福祉の共通基盤制度について、今後、増大･多様化が見込まれ 

 る国民の福祉へのニーズに対応するため。 

○併せて、介護保険制度の円滑な実施や成年後見制度の補完、地方分権の推進、社 

 会福祉法人による不祥事の防止などに資するため。 

◎改正の概要 

１ 利用者の立場に立った社会福祉制度の構築 

（１）福祉サービスの利用制度化 

   行政が行政処分によりサービス内容を決定する措置制度 

               ↓ 

   利用者が事業者と対等な関係に基づき、サービスを選択する利用制度 

（２）利用者保護のための制度の創設 

   ア 福祉サービス利用援助事業（地域福祉権利擁護制度） 

   イ 苦情解決の仕組みの導入 

２ 社会福祉事業の充実･活性化 

 （１）社会福祉事業の範囲の拡充 

 （２）社会福祉法人の設立要件の緩和 

３ 総合的な地域福祉の展開 

     

○社会福祉事業法の改正 
【目的の改正】  

  ｢福祉サービスの｣利用者の利益の保護および地域における社会福祉（地域福祉）の推進を 

   図ること」が追加された。 

【基本理念の改正】 

 ・「福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービスの利用者が心身 

   ともに健やかに育成され、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが出来るよ 

   うに支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならない。」ことを福祉サービ 

   スの基本理念とした。 

 ・「また、地域住民･社会福祉を目的とする事業を経営する者等は、相互に協力し、地域にお 

   ける社会福祉の増進に努めなければならないものとするとともに、社会福祉事業の経営者 

   が福祉サービスを提供するための原則並びに国及び地方公共団体の責務について規定さ 

   れた。         

これまでは、福祉サービスの提供者

を主体とした法律   
福祉サービスの利用者を中心に 

組み替えた法律＋地域福祉の推進

を加える。 

参考資料 



□身体障害者福祉法の一部改正 

 

１ 障害者福祉サービスの利用制度化（措置制度から支援費支給方式への変更） 

 

  身体障害者居宅支援および身体障害者施設支援について、利用者が福祉サービ 

 スの提供者と直接契約し、市町村が利用者に対して支援費を支給する方式に改め 

 られる。 

 

【措置制度】 
 

 措置権者  

 

 
      利用申請 

 

 

 

      対 象 者                  受託事業者  

 

 

  

 

【支援費支給制度】 
 

 市町村  

 

 
   支援費支給申請 

 

 

 

      対 象 者                 指定事業者・施設    

 

 

 

 

２ 身体障害者の地域生活を支援する事業の追加 

３ 社会参加の促進 

費用徴収 

措置 措置委託 受託 措置委託費 

支給決定 

支援費支

払の請求 

支援費の支払

サービスの提供 

契約 

サービス提供 

自己負担分の支払



 

○○市福祉事務所 

生活保護事務 
生活保護の認定、

給付事務 (実施機

関) 
 
指導監督職員 
(査察指導員・社会

福祉主事) 
: 
現業員 
(ワーカー・社会福

祉主事) 
 
事務職員 
(一般職員) 
 
:現業員の設置定

数 
被保護世帯２４０

人以下の場合、３

人。８０世帯を増

すごとに１人増。 
 
６町保護世帯数 
163 世帯 
査察指導員  １ 
現業員    ４ 
(峰山保健所) 

身体障害者福祉 
 
更生相談 
居宅生活支援費の

支給事務 
施設訓練費等支援

費の支給事務 
更生訓練費の支給

事務 
手帳申請事務 
 
 

高齢者福祉全般 
 
介護支援の相談事

務 
居宅介護福祉事務 
老人ホームへの入

所措置事務 
老人福祉計画の策

定事務 
 
 

児童福祉 
 
保育所入所措置事

務 
母子寮、助産施設 
入所措置事務 
居宅生活の支援事

務 
放課後児童健全育

成事業 
要保護児童に関す

る措置 
 
 
家庭児童相談室の

設置(任意・ただし

府下 12 市設置) 
 
家庭相談員 

母子・寡婦福祉全

般 
 
実態把握 
相談･調査･指導事

務 
居宅介護事務 
 
 
 
 
 
 
 

知的障害者福祉 
 
更生相談 
居宅生活支援費の

支給事務 
施設訓練費等支援

費の支給事務 
更生訓練費の支給

事務 
手帳申請事務 
 
 

生活保護法 
 

身体障害者福祉法 母子保健法 
老人保健法 

介護保険法 
 

知的障害者福祉法 母子及び寡婦福祉

法 
児童福祉法 老人福祉法 

精神障

害者福

祉※ 
 
在宅福

祉事務

相談事

務 
手帳申

請事務 
通院医

療費公

費負担

制度事

務 
 
 
 

精神保健

福祉法 

介護保険事業 
 
在宅福祉事務 
施設福祉事務 
認定審査事務 
資格管理、給付管

理事務 
 
 

保健事業 
 
母子保健事務 
歯科保健事務 
成老人保険事

務 
精神保健事務 
健康づくり等

各種保健事業 
予防接種事務 
 
 
 

福祉６法以外の関連事務 
民生委員・児童委員、社会福祉協議会、生活福祉資金、災害救助、婦人保護 

福祉事務所所管業務(福祉６法関係) 

関連法関係  ※精神保健福祉法は正しくは精神保健及び精

神障害者の福祉に関する法律 



京都府北部４市の福祉担当部構成図 
14.4.1 

 
  福知山市 
 
 
福祉部 94              管理課 10      企画管理係    子育て支援係    (保育園)   (くりのみ園 5)  (総合福祉会館) 
       社会福祉課 19 保護係  社会福祉係 
     高齢者福祉課 12 高齢福祉係 介護保険係   (福寿園 1) 
 
 
  舞鶴市 
 
保健福祉部 156       すこやか長寿推進室 59 
        長寿社会推進課 21 庶務係 4  高齢者福祉係 5 介護保険係 11
        健康増進課 23  指導係 7  予防係 15  
        保険医療課 14  管理係 4  国民健康保険係 5 医療係 4 
    
        援護課 14  援護係 8  児童係 5 
           身体障害者福祉センター 
           東保育所 12 
           東乳児保育所 9 
           南乳児保育所 9 
           中保育所 17 
           西乳児保育所 9 
        社会福祉課 10  社会福祉係 3 保護係 6 
        安岡園 12  庶務係 3  福祉係 8    
          
        文庫山学園 3   
          加佐地域福祉センター 
 
 
  綾部市 
 
福祉保健部(68)                    民生児童課(17)        管理係(3)             
         児童係(3) 
           母子生活支援施設 
         物部保育園(9)     
      福祉課(13)  管理係(4)     
         障害福祉係(5)  
         保護係(3) 
      高齢者介護課(11)  高齢者福祉係(3) 
         介護認定係(4) 
         介護保険係(3) 
      国保医療課(10)  国保係(6)      
         福祉医療係(3) 
      保健推進課(15)  管理係(3) 
         保健推進係(11) 
 
 
 宮津市 
 
福祉部(68)                              福祉企画課(11)  企画総務係(3)           
         介護高齢係(7) 
      社会福祉課(39)  児童福祉係(3)  保育所（27）島崎児童館（2）  
         保護係(3)   
         障害福祉係(3) 
      健康対策課(16)  管理係(2)  
         市立診療所(2) 
         保健予防係(9)     
         医療係(2) 
 
 

 



京都府北部４市　生活保護担当部局概要

14.8

担当

職 名 人 数 人 数 世 帯 数 対 象 者

福 知 山 市 福 祉 部 長 社会福祉課 保 護 係 課長補佐 1 7 374 537

舞 鶴 市 保 健 福 祉 部 長 社会福祉課 保 護 係 係 長 1 8 533 825

綾 部 市 保 健 福 祉 部 長 福 祉 課 保 護 係 係 長 1 3 140 230

宮 津 市 福 祉 部 長 社会福祉課 保 護 係 係 長 1 2 109 167

６ 町 ( 峰 山 保 健 所 ) 企 画 課 保 護 係 係 長 1 4 163 243

福祉事務所長
（社会福祉法第１５条第２項）
「所の長は市町村長の指揮監督を受けて、所務を掌理する。」とされています。
一般的には福祉担当部長が任命されるケースがほとんどです。

査察指導員　
（社会福祉法第１５条第３項）

現業員
（社会福祉法第１５条第４項）

その他
（資格） 査察指導員と現業員は、「社会福祉主事」であること、とされています。（同法）

又、同法では「事務を行う職員」の規定がありますが、特に資格要件はありません。

「指導監督を行う所員は、所の長の指揮監督を受けて、現業事務の指導監督をつかさ
どる。」とされています。一般的には「査察指導員」と呼ばれ、次項のケースワーカーの
呼称に対して「スーパーバイザー」と呼ばれることもあります。なお、概ね課長～係長ク
ラスが任命され、現業員を統括し、困難ケース等では現業員をバックアップします。

「現業を行う所員は、所の長の指揮監督を受けて、援護、育成又は更生の措置を・・（中
略）・・本人に対し生活指導の事務をつかさどる。」とされています。一般的には、現業員
又はケースワーカーと呼ばれ、直接対象者に係わる担当者です。

福祉事務所長市

査察指導員 生活保護の状況

担当係担当課

役職の定義



市福祉事務所 

 

高齢者福祉サービス 

母子・寡婦福祉サービス 

身体障害者福祉サービス 

知的障害者福祉サービス 

生活保護 

市役所

福祉部 

 

児童福祉サービス 

介護保険 

精神障害者サービス 

母子保健 

老人保健 

保育所 

各 保 健 

センター 

在宅介護 
支援セン

ター 

家庭児

童相談

室 

生活保護の認定・給付 

知的障害者の援護事務 

新市における福祉サービスの提供イメージ図 
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精神障害者福祉

 

専任担当者

身体障害者福祉 

 

専任担当者 

知的障害者福祉 

 

専任担当者

生活保護 

 

専任担当者

母子父子寡婦福祉 

 

専任担当者 

児童福祉 

 

専任担当者

民児協 
日赤共募 

生活保護 

母子父子

寡婦福祉 
 

児童福祉 

精神障害

者福祉 

知的障害

者福祉 

身体障害

者福祉 

兼任 
担当者 

各町での兼任業務から福祉事務所設置による専任体制への移管イメージ 
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